
オムロン ソーシアルソリューションズ（株）

ALLwatch 担当者宛

ご注文に際してのご承諾事項(https://socialsolution.omron.com/jp/ja/products_service/monitoring/order/)に同意し、以下のとおり注文します。

個人情報保護については当社HP（https://www.oss.omron.co.jp/general/privacy.html）の「個人情報の取り扱いについて」をご覧ください。

１．ご契約申込者

ご契約者と同じ場合はチェック

２．サービス申込 「ALLwatch®サービス利用規約」（https://www.allwatch.jp/netservice_rules.html）に同意し、以下のとおり契約を申し込みます。

裏面の「負荷電流監視サービス特約」に同意し、「LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）＋負荷電流監視」を申し込みます。

（１）端末情報とご契約サービス ※機器本体の製品ラベルをご確認ください。センサIDは英数字６桁の番号です

※11台以上お申し込みの場合は

申込書を分けてください。 - -

※端末毎に利用開始月が異なる場合は - -

申込書を分けてください。 - -

※センサIDごとにご契約いただく - -

　　サービスを下表より選択記入ください。 - -

- -

- -

- -

- -

- -

(月額/台)

(月額/台)

(月額/台)

(/台) ※登録台数分頂戴します。

（２）ご利用開始希望日
３．お支払い方法 ※ご利用開始月は無料です。ご利用開始翌月からご請求が発生します。

（１）ご契約中のお客様

（２）新規ご契約のお客様

※請求書発行後、2ヶ月以内にご入金ください。（別途当社との取り決めがある場合は除く）

4．その他

御中

当社は、貴社より　　　　　　年　　　月　　　日付で受領した上記お申込について、申込書記載の条件で承りました。

◆サービスご利用開始日 年　 月 日 ◆ご利用料金発生月　　　　　　　年　　　　月

初回お支払内容  ご利用開始翌月～次回定期請求前月までの各サービス×各台数＋初回登録手数料×合計台数

ご利用開始翌月　： 年 月～ 次回定期請求前月： 年 月分

　

オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社   ALLwatch担当： 印

＜当社記入欄＞

□ 新規

合計（税別）

LTE-DMZデマンド監視

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）＋負荷電流監視

初回登録手数料

LTE-DMZデマンド監視

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）＋負荷電流監視

-
合計（税別）

２回目以降 お支払内容 （サービス月額料金×お支払いサイクル月数）×台数 料金（税別） 月数 台数 計（税別）

料金（税別） 月数 台数 計（税別）

銀行振込　※振込手数料はご負担ください クレジットカード ※初回お取引の方は約3週間必要です

請　　　書

現在のお支払い方法

LTE-DMZデマンド監視

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）

LTE-DMZデマンド監視（絶縁監視付）＋負荷電流監視

初回登録手数料

年 月 日

ご契約サービス一覧 料金（税別）

10

ご住所
　〒

ご担当者

1

センサID 端末電話番号 ご契約サービス

会社名 ㊞

日

4G LTE対応 デマンド監視 「DMZ100」

　　　　　　　　ご契約申込書　※赤太枠内をご記入ください

お客様番号※ご新規の方は空白

ご住所
　〒 ご請求書等の送付先 □

E-Mail:allwatch-support@omron.com

FAX：03-6718-3708

お申込日 年 月

部署名 会社名

役職 ご担当者 部署名

E-mail TEL FAX

TEL FAX 役職

3

2

5

4

7

6

9

8

営業担当 認可 センタ登録 課金登録



ALLwatch®負荷電流監視サービス特約

第1条（特約の目的）
　1.この特約（以下「本特約」といいます。）は、オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社（以下「当社」といいます。）が提供するALLwatch®サービス
　　（以下「本サービス」といいます。）において、ALLwatch®サービス利用規約及び本特約に同意頂き、当社が提供する「負荷電流監視サービス」を
　　ご利用頂く際に適用される特約条件等を定めたものです。

第2条（用語の定義）
　１.本特約において次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるところによります。
　(1)「本件規約」とはALLwatch®サービス利用規約のことを意味します。
　(2)「負荷電流監視」とは経済産業省告示第四十三号（「スマート保安」に関する「電気事業法施行規則第五十二条の二第一号ロの要件等に関する
　　　告示」の一部改正）にて定められた、「低圧電路の絶縁状態および負荷の適確な監視」を行うための負荷電流の監視行為を指します。
　　　負荷の適確な監視における詳細要件は、「3.13 設備更新計画及び負荷の適確な監視等について」（経済産業省産業保安・安全グループ電力
　　　安全課「主任技術者制度に関するQ&A」syuningijutsusya_qa.pdf　）記載の以下要件とします。
　　　① 変圧器の負荷電流の計測が連続的に行えること
　　　② 30分毎の電流値を計測し電子記録媒体等に１年以上のデータが記録・保存できること
　　　③ 電子記録媒体等に記録・保存したデータ履歴を表示できること
　　　④ 30分毎の変圧器の負荷電流値及び履歴を電気管理技術者等が遠隔地で表示・確認できること
　　　⑤ 変圧器の負荷電流値が４時間以上連続して定格電流値を超過した場合、警報発報するとともに、電気管理技術者等が遠隔地で直ちにその事実を
　　　　　覚知できること
　　　⑥ 負荷の適確な監視が可能な装置が正常に動作せず過負荷の監視が行えない場合に、通知を発するなどにより、電気管理技術者等が
　　　　　遠隔地でその事実を覚知できること
　　　⑦ 年次点検等で負荷の適確な監視が可能な装置が正常に動作していることを確認できること
　　　⑧ 負荷の監視を行う装置が、その設置の目的を鑑みて著しく不適当な精度でないこと
　２.本特約において、本件規約において定義された用語は、本件規約に定める意味で使用します。

第3条（特約の適用）
　本特約は、本件規約の条件に特約事項として追加するものであり、本件規約とともに利用者による負荷電流監視サービスの利用に適用されます。
　本特約に記載のない事項については、本件規約の定めを準用します。なお、本件規約及び本特約の定めの間に内容の相違があるときは、
　本特約の定めが優先して適用されます。

第４条（本特約サービスにおける計測データの扱いについて）
　1.負荷電流監視サービスにおけるデータ計測間隔は、30分間とします。
　2.計測データの保持期間は、計測データが当社データセンタに登録されてから2年間とします。
　3.警報データの保持期間は、警報データが当社データセンタに登録されてから3年間とします。
　4.万一当社都合で負荷電流監視サービス終了や、お客様都合で負荷電流監視サービスを解約される場合には、データの保管・閲覧可能期間は
　　サービス終了および解約成立日から60日間とします。
　5.負荷電流監視サービスにおける計測データの取り扱いについては、本件規約第13条の定めを準用します。

第５条（本特約サービスにおける免責事項）
　1.本条の定めは、負荷電流監視サービスの利用について当社が利用者に対して負う責任のすべてを定めたものであり、
　　当社は、これ以外の責任を一切負わないものとします。
　2. 負荷電流監視サービスは、利用者の目的とする電気事業法令に定められた要件に適合するよう設計されていますが、
　　次の場合にはこの限りではありません。
　　(1)カタログまたは仕様書、マニュアルなどに記載されている以外の条件・環境・取り扱いならびにご使用による場合
　　(2)当社の指定する商品以外をご使用の場合
　　(3)当社以外による改造または修理による場合
　　(4)当社商品本来の使い方以外の使用による場合
　　(5)当社出荷時の科学・技術の水準では予見できない事象発生の場合
　　(6)その他、天災、災害など当社側の責ではない原因による場合
　3.負荷電流監視サービスのご利用は、利用者の実施する法令に基づいた第三者機関等への申請の認定を約束するものではありません。
　4.利用者設備等への負荷電流監視サービスの適合性は、利用者がご確認ください。
　　当社は、これらへの負荷電流監視サービスの適合性について保証するものではありません。
　5. 負荷電流監視サービスの利用に起因して生じた特別損害、間接損害または消極損害に関しては、本件規約第21条の定めを準用します。

以上
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